
主なＣＳＲの取組み事例について、当グループの事業活動に影響を与える重要なステークホルダーである、

「お客さま」「株主・投資家」「取引先」「NPO/NGO」「地域社会」「代理店」「社員」ごとに紹介しま

す。

主な取組み

お客さま

交通事故防⽌ お客さまの防災対策⽀援

最⾼品質のサービスの提供に向けた取組

み

デジタル技術の活⽤

健康に資する取組み 「世界に誇れる豊かな⻑寿国⽇本」の実

現に向けた取組み

さまざまな環境問題の解決を⽬指した取

組み

ダイバーシティ＆インクルージョン

⼈間尊重への取組み
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道路交通安全マネジメントシステム（ISO�39001）認証の企業向け安全運転⽀援サービス『スマイリング

ロード』は、IoT技術の活⽤によりドライバーの継続的な安全運転意識の向上を促進し、管理者の効率的な

指導を⽀援することで事故防⽌に貢献する業界初のテレマティクスサービスとして2015年3⽉に提供を開始

しました。�

ドライバーの運転状況が「⾒える」「わかる」機能に加え、ドライバーを「ほめる」機能の相乗効果によ

り、導⼊企業全体で事故件数が約20％減少しました。�

企業における⾃動⾞事故の削減や⾼品質な事故対応サービスを実現している点を評価いただき「2015年⽇

経優秀製品・サービス賞�最優秀賞�⽇経ヴェリタス賞」を、また、⾰新性・独創性のあるサービスとして

「第1回�⽇本サービス⼤賞�優秀賞（SPRING賞）」を受賞しています。�

2017年1⽉には、さらなる安全運転意識の向上と事故防⽌を⽀援するため、「ほめる」機能を拡充するとと

もに、⼤型⾞両向けカーナビゲーションアプリ『トラナビスマイル』（オプション）の提供を開始しまし

た。�

また、『スマイリングロード』のコンセプトをより多くのお客さまにお⼿軽にご利⽤いただけるように⾼機

能カーナビゲーションなどを追加した、個⼈向けのスマートフォン⽤アプリ『ポータブル�スマイリングロ

ード』も保険会社ならではの「事故多発地点アラート」や事故多発地点を回避する「安全ルート案内」など

の保険業界初の機能を追加し、2016年10⽉末から本格展開しています。�

当社グループは今後も事故対応やリスクコンサルティングに関するノウハウとビッグデータ解析などの先進

技術を活⽤し、お客さまのさらなる安⼼・安全・健康に資する商品・サービスの提供を⾏っていきます。

交通事故防⽌

ビッグデータ解析やテレマティクス技術などを活⽤した安全運転⽀援
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プライムアシスタンスの主要事業である「ロードアシスタンス」は、お客さまに⾃動⾞のバッテリーあがり

や鍵の閉じ込みなどの緊急トラブルが発⽣した場合に、各種相談対応やレッカー会社・修理⼯場などの⼿配

を24時間365⽇⾏うサービスです。全国の提携パートナー会社（約8,000事業所）が迅速に現場に駆けつ

け、お客さまのトラブル解決をサポートします。�

秋⽥センター、東京センター、⿅児島センターの3センター体制で業務継続体制の強化を図るとともに、さ

らなるお客さまの利便性向上と、⾼品質なサービス提供に取り組んでいます。

また、「ホームアシスタンス 」「海外メディカルケアプログラム 」「ビジネスプロセスアウトソーシン

グ 」「⺠泊向けサービス 」といったサービスにおいても、クライアント企業のさまざまなご要望に応じ

てサービス内容をカスタマイズし、トラブルに遭われたお客さまに対応する最適なソリューション提供を⾏

っております。

ロードサービスをはじめとしたアシスタンス事業の充実

*1 *2

*3 *4

ホームアシスタンス：デベロッパーやハウスメーカーなどに対して、住まいの⽔漏れや鍵の紛失などの

応急修理を要するトラブル解決をサポートします。近年は家事代⾏やハウスクリーニング代⾏の優待サ

ービスと組み合わせることで、働く⼥性を応援するメニューも追加しています。

*1

海外メディカルケアプログラム：海外進出する企業向けに現地駐在員の療養費について、医療機関への

⽴替払い、健康保険・海外旅⾏保険の精算事務代⾏などを⾏うほか、医療機関案内などのサービスを⾏

います。

*2

ビジネスプロセスアウトソーシング：⾃動⾞メーカーや⾃動⾞販売会社における延⻑保証制度や少額補

修の無料サービス等の運営や海外からの旅⾏客向けの多⾔語サービス等クライアント企業の要望に合わ

せて様々なサービスの提供を⾏っています。

*3

⺠泊向けサービス：全世界から⽇本に訪れるゲストとのチャット・電話を使ったメッセージ対応や、物

件にチェックインする際の本⼈確認をビデオ通話を活⽤して⾏っています。⺠泊を取り巻く様々なトラ

ブルに対し、全国の提携パートナー会社を通じて駆け付けサービスを提供しています。

*4
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昨今の交通事故において、ドライバーの健康状態に起因する事故（以下「健康起因事故」）の増加が指摘さ

れるなか、ドライバーの健康を維持することは、⾃動⾞を業務で使⽤する事業者に不可⽋な取り組みとなっ

ています。�

国⼟交通省は、こうした事故を防⽌するため、運輸事業者に対してドライバーの健康状態の把握と乗務判断

の具体的運⽤を定めていますが、あわせてドライバー⾃⾝による健康管理を推奨しています。�

こうした背景を踏まえ、ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントは、バイタルセンサーや各種測定機器から得られ

た情報を収集し、ドライバーの⽇々の健康管理、事故防⽌に役⽴つ情報および健康増進に向けたアドバイス

を提供する⽇常健康⽀援サービスのほかSASの簡易チェックサービス、健康管理研修講師派遣サービス等の

健康起因事故防⽌⽀援サービスを開発し、提供しています。

健康起因事故防⽌⽀援サービスの提供
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⼀般的なドライブレコーダーには、「イベント録画機能」と「常時録画機能」がありますが、全交通事故形

態の約25％を占めている、出会い頭衝突事故の防⽌教育には⼗分に活⽤されているとはいえません。�

こうした状況を受け、損保ジャパン⽇本興亜とＳＯＭＰＯリスケアマネジメントは、「交差点⾛⾏」に焦点

を絞り、常時録画機能で記録される映像（以下「常時録画映像」）を⾃動解析して「⾚・⻩信号通過」「⼀

時停⽌不停⽌」を抽出し、指導レポートを提供するサービスを開発し提供しています。

＜サービスの概要＞

「⾃動運転」は、交通事故の削減や環境負荷の軽減など社会的課題に対する解決⼿段としての期待が⾼く、

国による成⻑戦略の柱としても位置づけられており、技術開発と社会受容性の両⾯において、産官学あげて

の実証実験が活発化しています。国内において多数の公道実証実験が⾏われており、2016年5⽉に警察庁が

公表した「⾃動⾛⾏システムに関する公道実証実験のためのガイドライン」においても、「適切な賠償能⼒

の確保」が求められています。�

「⾃動解析プログラムを使⽤した映像解析による⾛⾏診断サービス」の

提供開始

*

出典：警察庁交通局「平成29年における交通事故の発⽣状況」*

『⾃動運転専⽤保険（実証実験向けオーダーメイド型）』の開発�〜

「安⼼」「安全」「快適」な⾃動⾛⾏システムの技術進展をサポート〜
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佐藤副社⻑（損保ジャパン⽇本興亜）

右から、佐藤副社⻑と桑⽥専務�

（損保ジャパン⽇本興亜）

こうした環境において、損保ジャパン⽇本興亜は、これまで蓄積した保険設計ノウハウを活かし、⾃動運転

の実証実験における多種多様なリスクに対応した専⽤保険『⾃動運転専⽤保険（実証実験向けオーダーメイ

ド型）』を開発し、提供しています。�

『⾃動運転専⽤保険（実証実験向けオーダーメイド型）』は、⾃動運転に関わるさまざまなリスクを包括的

に補償する『安⼼』の「⾃動運転専⽤保険」、ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントのノウハウを活かした『安

全』を⽀援する「リスクコンサルティング」、最新のIoT技術を活⽤した損保ジャパン⽇本興亜独⾃の⾛⾏

データ分析による『快適』な⾃動運転の実現を⽀援する「専⽤サービス」から構成されます。

＜⾃動運転実証実験への参画＞�

2018年3⽉、⽇本郵便株式会社による⾃動運転⾞の物流分野への活⽤実現に向けた実証実験に当社も協⼒会

社として参画し、安全な⾃動運転⾛⾏に向けたリスクアセスメントを実施しました。
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⾃動運転技術は、⾼齢者や過疎地における移動⼿段の確保、物流業界の⼈材不⾜解消、交通事故の削減、交

通渋滞の緩和などさまざまな社会的効果が期待されることから、国内外でこの技術の早期実現に向けた研

究・開発が進められており、国内においては⾃動運転技術を搭載した⾃動⾞やコネクテッドカーが普及し

つつあります。�

現在実⽤化されている⾃動運転機能は、運転者⾃⾝が運転することを前提とした「運転⽀援技術」であり、

事故が発⽣した場合には原則として運転者が責任を負うものとされています。そのため、現時点では、運転

者が法律上の損害賠償責任を負う可能性が⾼く、⼤半のケースにおいては現⾏の対⼈賠償責任保険と対物賠

償責任保険で保険⾦をお⽀払いすることが可能です。しかし、昨今の技術進展の早さやサイバー攻撃の増加

などを背景にリスクが多様化していることから、運転者の損害賠償責任の有無が明らかでなくその確定に時

間を要するケースが想定されます。�

このような場合において、⾃動運転技術を搭載した⾃動⾞やコネクテッドカーを利⽤する運転者に引き続き

「安⼼」を提供し、「迅速な被害者救済」「事故の早期円満解決」を図るため、運転者に損害賠償責任がな

い場合でも保険⾦をお⽀払いする「被害者救済費⽤特約（⾃動セット）」を新設しました。�

さらに、システムの不具合や第三者の不正アクセスなどによる事故でお客さまに過失がない場合には、お客

さまの⾃動⾞保険の継続契約の等級に影響しないようにする「無過失事故の特則（⾞両保険に⾃動セッ

ト）」を改定することとしました。

【⾃動⾞保険】⾃動運転⾞に対応した新たな補償の提供開始〜お客さま

へ安⼼を提供するために「被害者救済費⽤特約」の新設および「無過失

事故の特則」の改定

*

⾃動⾞の⾛⾏のうち、アクセル・ブレーキ・ハンドルの複数の操作をシステムが同時に⾏う⾞が、すでに

⾃動⾞メーカーなどから市場投⼊されています。

*
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複雑かつ解決が難しいさまざまな社会的課題を解決するためには、⼀つの⾦融機関だけでなく、セクターを

超えた連携による総合的な⾦融調整機能を通じた貢献が重要になっています。�

損保ジャパン⽇本興亜は、⾦融機関の連携による新たなサービス提供の⼀環として、DBJと提携し、企業の

防災対策を⽀援しています。DBJの企業の格付機能を活かし、「DBJ�BCM（事業継続マネジメント）格

付」で⾼い評価を得た企業に対し、⼯場などの操業が停⽌した際の損失を補う企業費⽤・利益総合保険の保

険料を最⼤で20%割引しています。さらに、防災対策を強化したいDBJの取引先には、ＳＯＭＰＯリスケア

マネジメントから事業継続計画(BCP）の策定⽀援サービスなどを提供しています。このように、DBJの格

付機能、ＳＯＭＰＯホールディングスグループの損害保険およびリスクマネジメントのノウハウを活かし、

総合的な⾦融サービスを提供しています。

お客さまの防災対策⽀援

⽇本政策投資銀⾏（ＤＢＪ）と提携し、企業のリスクマネジメントを⽀

援
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損保ジャパン⽇本興亜は、ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントと共同で、業界で初めて『富⼠⼭噴⽕デリバテ

ィブ』、『噴⽕発⽣確率の評価⼿法』を開発しました。『富⼠⼭噴⽕デリバティブ』は、気象庁が発表する

噴⽕警戒レベルなどの噴⽕関連情報をインデックスとした⾦融派⽣商品であり、噴⽕に伴って事業者が被る

収益減少や費⽤の損害に備えることができる商品です。事前に定めた⼀定⾦額を迅速にお受け取りいただけ

るため、企業の当座の運転資⾦としても活⽤でき、事業継続計画（BCP）対策としても有効です。ＳＯＭＰ

Ｏリスケアマネジメントが開発した『噴⽕発⽣確率の評価⼿法』は、噴⽕が発⽣してからの時間経過を考慮

しており、算定にあたっては、世界の噴⽕発⽣確率研究などを調査しました。損保ジャパン⽇本興亜は、

「磐梯⼭噴⽕デリバティブ」「蔵王⼭噴⽕デリバティブ」も開発しており、今後とも、噴⽕デリバティブの

対象⽕⼭を順次拡⼤していく予定です。

近年、地震、雪害、局地的豪⾬などの⼤規模な災害の増加を受け、⾃然災害に対する防災・減災の取組みの

重要性が⼀層増しています。⽇本では特に、2011年3⽉に発⽣した東⽇本⼤震災から得られた教訓をふま

え、2013年12⽉には「強さとしなやかさ」を備えた国⼟・経済社会システムの構築を⽬指す「国⼟強靱

化」に関する法律が施⾏され、国、地⽅公共団体、企業が相互に連携して協⼒することが求められていま

す。�

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、これまで培ったリスク定量化技術や災害対応のノウハウを駆使し、

お客さまがどのような被害を受けるのか個別に評価し、地震、津波、噴⽕、⾵⽔害など⾃然災害への具体的

な対応策を提供しています。�

例えば、⾃社開発モデルを活⽤したリスクの定量化、建物・設備耐震診断や地盤液状化診断といったハード

対策、初動対応マニュアル策定、事業中断の影響を極⼒回避するための事業継続計画（BCP）策定や訓練、

事業継続マネジメントシステム（ISO22301）構築などソフト対策の⽀援を⾏っています。�

また、2015年8⽉には、国や地⽅公共団体などが公表している膨⼤な被害想定やハザードマップなどの情報

を最新の状態にして⼀元管理し、これらのリスク情報をマップや⼀覧表で⼿軽に確認できるようなサービス

も提供しています。さらに、地⽅公共団体が実施する「地域防災⼒向上」に資する取組みの⽀援を積極的に

展開しています。

噴⽕デリバティブの販売と「噴⽕発⽣確率の評価⼿法」の開発

地震、⾵災、⽔災などをはじめとした⾃然災害リスクの評価・コンサル

ティングサービス
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⾃然災害ハザード情報調査�

（サービスのご案内）

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントは、主要な⾃然災害の⼀つである地震リスクに対して、その対応策となる

新たな保険サービス、リスクコンサルティングサービスの提供を⽬指し、⽇本および世界における地震リス

クの評価⼿法を研究開発しています。�

2017年度からは、⻑周期地震動 のリスク評価の精度向上を⽬指し、国⽴研究開発法⼈�防災科学技術研究

所、株式会社�⼩堀鐸⼆研究所と共同研究を開始しました。⻑周期地震動は、2011年の東北地⽅太平洋沖地

震の際に⼤阪市内の超⾼層建物で⽣じた天井ボード落下など、震源から遠く離れた平野や盆地にある⾼層建

⻑周期地震動リスクの評価精緻化に関する共同研究

*1
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物や⼤規模構造物に被害をもたらす原因として注⽬されています。特に、将来の発⽣が懸念される南海トラ

フ地震や相模トラフ地震では、⾼層建物が集中する関東平野や濃尾平野、⼤阪平野で⻑周期地震動による被

害発⽣が危惧されており、政府は⻑周期地震動に関する調査・研究を2007年度から開始しています。�

本研究の特徴は、防災科学技術研究所による⻑周期地震動の⽣成伝播シミュレーションと⼩堀鐸⼆研究所に

よる⾼層建物の応答解析にもとづき、⻑周期地震動による⾼層建物の被害に関して⾦額ベースでのリスク評

価の精緻化を⾏っている点です。�

今後、本研究の成果を、保険・デリバティブ商品の開発、BCP策定などのリスクコンサルティングサービス

の⾼度化に活⽤し、お客さまのリスクマネジメント体制の構築に貢献してまいります。

⻑周期地震動の指標となるエネルギースペクトル（VE）分布と�

速度応答スペクトル（SV）分布の分析結果(相模トラフ地震)

東⽇本⼤震災から7年が経過し、企業の取組みは、BCPを⾒直す、訓練を実施するフェーズに移っていま

す。ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、このようなニーズを踏まえ、2017年度は、企業の課題に合わ

せた訓練の企画実施を⾏うとともに、教育の側⾯にも⼒を注ぎ、BCP新任担当者育成研修をメニュー化しま

した。�

また、BCMS（事業継続マネジメントシステム）に関する国際規格「ISO�22301」に対する第三者認証対

応のコンサルティングを含め、企業のBCP策定、BCMS構築に関する取組みを総合的にサポートしていま

す。�

おおむね周期2秒程度以上の地震動を指します。*1

企業・地⽅公共団体向けの事業継続および防災・減災に関わる⽀援
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地⽅公共団体では、東⽇本⼤震災や熊本地震のような巨⼤地震や⼤津波、各地で頻発している⾵⽔害、弾道

ミサイル等の国⺠保護事案及び感染症などに備えて、地域防災計画、国⺠保護計画及び各種マニュアル等の

策定・改訂及び教育・訓練の実施、住⺠を含めた地域防災⼒向上に向けた教育など、様々な取組みが進めら

れています。�

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、地域防災計画や国⺠保護計画の実効性を⾼めるための改訂、BCPや

受援計画の策定・改訂、震災の対応や教訓を後世に残す記録誌の作成、実効性の⾼いBCPを策定するための

研修、住⺠を含めた地域防災⼒向上に向けた各種検討会の運営などを通じて、災害や危機に強いまちづくり

をサポートしています。

少⼦⾼齢化に伴う国内市場の縮⼩や価格競争の激化などを受けて、海外拠点の拡⼤や新たな進出先の検討を

開始する⽇本企業が増えています。⽇本企業の海外への進出先は、欧州、中国やＡＳＥＡＮ諸国をはじめと

するアジアの新興国のみならず、中南⽶やアフリカ諸国にまで広がっており、今後、ますます拡⼤すること

が⾒込まれます。�

⽇本企業の海外進出が加速するなか、ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、海外進出企業のリスクマネジ

メント活動を⽀援するため、海外拠点のリスク洗い出し・評価などを⾏う「海外リスクマネジメント体制構

築⽀援サービス」や、「海外現地ローカルスタッフ向けリスク・コンプライアンス研修会」、「現地セキュ

リティ調査」などを含めた「海外リスクコンサルティングサービス」を2013年11⽉から提供しています。

平時における「海外リスクマネジメント」に加え、事件や事故が発⽣した場合に備えた「海外危機管理」に

関するメニューをワンストップでご提供することで、海外へ進出されるお客さまのご要望にお応えしており

ます。

マイナンバー制度の開始や個⼈情報保護法改正、サイバー攻撃の⾼度化など社会環境が変化するなか、サイ

バー攻撃によるリスクへの備えとして、保険に対するニーズが⾼まっています。�

損保ジャパン⽇本興亜は、経済活動を⾏う企業の情報システム・ネットワークに関する有効なリスクマネジ

メントの１つとして、電⼦データの損壊・情報漏えい・ネットワークの使⽤不能等のサイバーセキュリティ

事故による損害賠償⾦や原因調査費⽤、利益損害など、補償範囲の広い「サイバー保険」を提供していま

す。また、サイバー攻撃による情報漏えいなどが発⽣した場合には、被害を最⼩限に⾷い⽌める必要があ

り、迅速な原因調査や被害拡⼤防⽌などの緊急対応の重要性が増すことから、これらの⽀援を⾏う専⾨業者

と連携し、円滑な復旧を⽀援するサービス（緊急時サポート総合サービス）を、「サイバー保険」に加⼊し

たすべてのご契約者に提供しています。

企業の海外事業展開におけるリスク対策

「サイバー保険」の販売
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緊急時の各種サポート機能

昨今、サイバー攻撃は巧妙化した新たな⼿法が次々に出現し、情報セキュリティ事故が公的機関や企業など

の組織で頻発しています。こうした事態に対し、2014年11⽉に「サイバーセキュリティ基本法」が制定さ

れ、また、2015年12⽉には経済産業省と独⽴⾏政法⼈情報処理推進機構が企業などの経営者向けに「サイ

バーセキュリティ経営ガイドライン」を制定するなど、サイバー攻撃への防御体制強化が推進されており、

情報セキュリティに関するリスクへの関⼼度がより⼀層⾼まっています。�

⼀部の企業などにおいては、サイバーセキュリティに対処する専⾨組織「CSIRT（シーサート：Computer

Security�Incident�Response�Team）」を構築し、サイバー攻撃に対するマニュアルの策定や訓練に着⼿

する動きも出てきています。�

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、情報セキュリティ対策サービスが⾼く評価されている株式会社ラッ

クと連携し、企業などの情報セキュリティ体制強化の⼀助となるよう、サイバー攻撃への対応⼒向上を⽀援

する訓練・研修などのサービスを提供しています。企業などにおいてサイバー攻撃への対応は役職・組織に

よって役割が異なります。本サービスは、役割に応じた訓練・研修サービスを⽤意しており、お客さまから

良い評価をいただいています。

「サイバー攻撃を想定した訓練・研修サービス」の提供
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＜サイバー攻撃を想定した訓練・研修サービスの主な内容＞

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、2016年10⽉に、企業のリスク情報収集の効率化や、リスクマネジ

メント活動を推進するためのツールとして、リスク管理システム「ＳＯＲＡ ＯＮＥ 2.0」（以下、ＳＯ

ＲＡ）を開発し、提供を開始しました。「ＳＯＲＡ」は、次の５つの機能で構成されています。

さらに、2017年11⽉から、気象庁情報を活⽤した「国内向け新地震アラート」機能や、「ＳＯＲＡアラー

ト」発信時に、災害やテロ等の影響を受ける⼯場やサプライヤーを⼀覧表⽰する機能をシステムに追加し、

提供を開始しました。�

新機能追加により、⽇本国内・海外の⽣産拠点やサプライヤーの被害確認、その従業員の安否確認を⽀援す

るＷＥＢシステムへ進化し、事業継続計画やサプライチェーンマネジメントに、より⼀層活⽤できるリスク

管理システムとなりました。

リスク管理システム「ＳＯＲＡ�ＯＮＥ�2.0」に新機能追加�

〜ＢＣＰやサプライチェーンマネジメントをサポートするＷＥＢシステ

ムへ進化〜

全世界のリスク情報を収集できるアラート①

⾃然災害情報を地図上で閲覧可能な仕組み②

お客さまが⾃由に拠点を地図上に登録し、拠点横並びのリスク評価ができる仕組み③

「損保ジャパン⽇本興亜グローバル・インテリジェンス」の情報を連携④

ユーザーからも編集可能な電⼦キャビネット⑤

ＳＯＭＰＯホールディングス　CSRコミュニケーションレポート2018 252



新機能画⾯イメージ

損保ジャパン⽇本興亜は、保険事業を営む企業として、市⺠の皆さまの防災意識を⾼めることを重視してお

り、将来を担う⼦どもたちとその保護者を対象に、災害から⾝を守るための知識や安全な⾏動を学んでもら

うことを⽬的として「防災⼈形劇」および「体験型防災ワークショップ」を実施しています。「防災⼈形

劇」では、オリジナルの防災ストーリー『さんびきのこぶた危機⼀髪！』をパペットシアターゆめみトラン

クが上演します。これは、おおかみが引き起こすさまざまな災害（⾵・⾬・落雷・⽕事など）に対して、こ

ぶた3兄弟が助け合いながら困難に⽴ち向かう物語です。「体験型防災ワークショップ」では、特定⾮営利

活動法⼈プラス・アーツと協働し、実際に⾝体を動かしながら防災についての知識や⾏動を楽しく学ぶこと

ができます。�

2018年3⽉末時点で、全国で延べ151回開催し、24,489⼈の市⺠の皆さまに参加いただいています。

防災教育の普及啓発「防災ジャパンダプロジェクト」
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昨今、ネット炎上の件数が増加傾向にあり、炎上対策を課題と位置づけ、ネット監視体制を整備・強化する

企業や各種団体が増加しています。⼀⽅で⼀部の⼤規模な炎上では、ネガティブな投稿を察知しても適切な

緊急対応が取れずに被害が拡⼤し続け、株価にまで影響を与えています。このような場合、炎上がどの程度

拡⼤するか予測することは極めて困難であり、⻑期間にわたって多額のリカバリー費⽤がかかる可能性があ

ります。�

このような状況を踏まえ、損保ジャパン⽇本興亜は「ネット炎上対応費⽤保険」を2017年3⽉より提供して

います。この保険には、万が⼀炎上してしまった場合の緊急対応サービス（ネット炎上対応サービス⽀援や

緊急時マスコミ対応⽀援）が⾃動付帯されており、この対応に要した費⽤が保険で補償される仕組みになっ

ています。緊急対応サービスのうちネット炎上対応⽀援はネットリスク専⾨会社であるエルテス社が、また

緊急時マスコミ対応⽀援はＳＯＭＰＯリスケアマネジメントが提供します。�

また、この保険に加⼊する場合の要件に、専⾨会社によるＷＥＢ監視を⾏っていることがあることから、Ｓ

ＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、ＷＥＢモニタリング・サービスの提供も⾏っています。�

これにより企業のネット炎上リスク対策を⽀援していきます。

『ネット炎上リスクに対応する対策ソリューション』の提供�

〜ネット炎上対策で国内初の新サービスを共同開発〜
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⽇本政府は2020年までに訪⽇外国⼈を4,000万⼈まで増やす⽅針を⽰しており、訪⽇外国⼈旅⾏者は今後

も増加することが予測されていますが、⼀⽅、訪⽇外国⼈は、通信インフラ・サービスの未整備、⽇本⽂化

や⽇本⼈とのコミュニケーションへの不安、および⽇本旅⾏中のトラブル解決に関する情報不⾜などの悩み

を抱えています。�

このような背景をふまえ、ＳＯＭＰＯホールディングスは、⽇本の魅⼒を世界へ発信するとともに、⽇本を

訪れる外国⼈旅⾏者へ「確かな安⼼」を提供することを⽬的に、訪⽇外国⼈向けガイドブック「ＳＯＭＰＯ

ＧＵＩＤＥ�ＴＯＫＹＯ」をリリースしました。本ガイドブックを通じて、訪⽇外国⼈向けに保険の枠を超

えた安⼼・安全を提供していきます。

安⼼ガイドで訪⽇外国⼈をサポート�

〜「ＳＯＭＰＯ�ＧＵＩＤＥ�ＴＯＫＹＯ」のリリース〜
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サイバー攻撃による被害件数が年々増加するとともに、技術⾰新・情報伝達⼿段の⾼度化などによる情報デ

ータベースの巨⼤化に伴い、企業が情報漏えいした場合の損害は拡⼤傾向にあります。また、2016年1⽉か

らのマイナンバー制度の開始や、昨今のIoT製品の普及もあり、企業における情報漏えいリスクは今後も増

⼤していくことが⾒込まれています。�

こうした背景をふまえ、2017年5⽉30⽇に全⾯施⾏された改正個⼈情報保護法では、個⼈情報取扱事業者

の定義が変更され、ほぼ全ての事業者が法令の対象となるなど、今まで以上に事業者に対してリスク管理が

求められるようになります。�

これらのリスクに対応する損害保険として、損保ジャパン⽇本興亜では、2015年10⽉からサイバー保険を

提供しています。また、プライバシーマーク制度の普及促進を通じ、国内企業の情報セキュリティレベルの

⼀層の向上に資することを⽬的として、⼀般社団法⼈⽇本情報経済社会推進協会と包括協定を締結するとと

もに、2017年3⽉18⽇よりプライバシーマーク付与事業者に対し、専⽤のサイバー保険『あんしん補償パ

ッケージ』を提供しています。

インターネットやスマートフォンの普及により、不特定多数の⽅への情報発信が容易になった⼀⽅で、ＳＮ

Ｓなどで批判的なコメントが殺到する、いわゆる「炎上」が年々増加しており、企業にとって炎上対策が新

たな課題となっています。しかし、炎上の原因はさまざまであり、ＳＮＳが普及している昨今では、未然に

防ぐことは困難であるといわれています。�

このような背景から、損保ジャパン⽇本興亜は、万⼀「炎上」が発⽣した場合に、その被害を最⼩限に抑え

るために迅速かつ適切な対応をとるために要する費⽤を補償する『ネット炎上対応費⽤保険』を国内で初め

て開発しました。

【業界初】⼀般財団法⼈�⽇本情報経済社会推進協会との包括協定の締

結について�

〜プライバシーマーク付与事業者向け『あんしん補償パッケージ』の提

供〜

【国内初】企業向け『ネット炎上対応費⽤保険』の販売開始
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損保ジャパン⽇本興亜は、東⽇本⼤震災発⽣から7年にあたる2018年3⽉を前に「災害への備えに関する調

査」を実施しました。

調査結果のポイントは、

1.7割近くの⽅が、「東⽇本⼤震災以降、防災の意識が⾼まった」と回答。

2.半数以上の⽅が、「災害時の家族の安否確認の⽅法を決めていない」

【東⽇本⼤震災発⽣から7年】「災害への備えに関する調査」結果
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と回答。

3.5割近くの⽅が、「家族との集合・避難場所を決めていない」と回答。
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4.4割近くの⽅が、「地震や津波への備えを何もしていない」と回答。

多くの地⽅公共団体のホームページでハザードマップや防災マップを公表しています。これらのマップに

は、地震、津波、洪⽔、⼟砂災害などの災害で、どこにどの程度影響があるのか、避難はどこにすればよい

かが記されています。⾃宅、勤務先、学校などの災害リスクをあらかじめ調べておくことが必要です。�

公的機関による「公助」に頼るだけでなく、⾃らの安全を⾃らで守る「⾃助」、および、地域で互いに助け

合う「共助」について、⽇ごろから考え、準備しておくことが⼤切です。

損保ジャパン⽇本興亜は、本業である船舶保険事故対応に加え、船舶海難事故防⽌へ向けた取組みを進めて

います。船舶の事故は、油流出による重⼤な海洋汚染や、多国籍船員の⼈命に関わる事故に繋がるため、海

運会社・船舶管理会社と共同で、シンガポール・マニラ・タイでロスプリベンションセミナーを開催し、事

故防⽌へ向けた外国⼈船舶管理者・外国⼈船員に対し、事故防⽌へ向けた教育を実施しています。

また、2016年より⾃社の事故対応ノウハウ・世界各国の専⾨機関と共同で事故防⽌に関するサーキューラ

ー『SOMPO�Alarm�Whistle�(SAW)』および『Marine�Engine�Newsletter』を発⾏し、損保ジャパン⽇本

興亜独⾃の“世界の海に届くリスク情報”として世界中の船員へ向けた注意喚起を⾏っています。

船舶海難事故防⽌への取組み
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ＳＯＭＰＯホールディングスグループは、「お客さまの視点ですべての価値判断を⾏い、保険を基盤として

さらに幅広い事業活動を通じ、お客さまの安⼼・安全・健康に資する最⾼品質のサービスをご提供し、社会

に貢献すること」をグループ経営理念としています。また、「すべての業務プロセスにおいて品質の向上に

取り組み、最⾼品質のサービスをご提供することにより、お客さまに最も⾼く評価されるグループになるこ

と」をグループ経営基本⽅針の⼀つとしています。さらに、社員⼀⼈ひとりがお客さまの声に真摯に⽿を傾

け、⾏動し、⾃ら考え、学び、常に⾼い⽬標に向かってチャレンジすること等を⾏動指針に掲げ、国内のみ

ならず、世界に伍していくグループを⽬指しています。�

これらの理念・⽅針等に基づき、グループ全体で「お客さまの声」に真摯に⽿を傾け、商品・サービス・業

務運営の改善に活かすなど、「安⼼・安全・健康のテーマパーク」の実現に向けたさまざまな取組みを展開

しています。

損保ジャパン⽇本興亜では、代理店、営業店、保険⾦サービス拠点、お客さま相談室、コールセンターなど

を通して寄せられたお客さまからのお褒め・感謝の⾔葉、問い合わせ、相談、要望、苦情などの「お客さま

の声」を真摯に受⽌め、迅速かつ丁寧な対応を⾏っています。�

「お客さまの声」を経営に活かす態勢を構築・強化するため「業務品質部」を設置し、お客さまの声から把

握される課題について深度ある原因分析を⾏い、商品開発・販売・保険⾦⽀払いなどさまざまな場⾯で発⽣

している課題を本社関連部と共有しています。�

特に重要な課題は、業務品質部が、本社関連部署に「再発防⽌・品質向上」を指⽰・提⾔することで、苦情

の根本的な再発防⽌および継続的な業務改善・品質向上に取り組んでいます。�

なお、お客さまの声を起点としたこれらの取組みや業務改善の状況は定期的に経営に報告し、積極的な議論

を⾏っています。

最⾼品質のサービスの提供に向けた取組み

「安⼼・安全・健康のテーマパーク」実現に向けた取組み

「お客さまの声」を活かす仕組み
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損保ジャパン⽇本興亜は「最もお客さまに⽀持される損害保険会社」を⽬指し、あらゆるお客さまとの接点

において、お客さまからいただいた感謝のお⾔葉、ご相談、お問い合わせ、ご要望、ご不満のすべてを「お

客さまの声」ととらえて経営に活かす取組みを、ステークホルダーに伝えるため、2007年度からお客さま

の声⽩書を発⾏しています。�

お客さまの声⽩書では、お客さまからお寄せいただいた貴重な声を会社経営に活かすための取組みととも

に、社員・代理店のお客さまへの「想い」を紹介しています。�

社員・代理店が「お客さまの声」を真摯に受け⽌め、すべてのお客さまの「安⼼・安全・健康」を最⾼品質

の商品・サービスで⽀えていくことで、社会に貢献してまいります。

お客さまの声⽩書の発⾏

お客さまの声⽩書
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お客さまの中には、⽇常⽣活に潜むリスクとその備えが⼗分であるかを把握できず、漠然とした不安を感じ

られている⽅もいらっしゃいます。そこで、ＳＯＭＰＯホールディングスグループでは、お客さまに確かな

安⼼をお届けするため、お客さまの⽴場になって考え、お客さまご⾃⾝のリスクの全体像と保険でのカバー

状況を確認・分析し、しっかりとご理解いただくための無料サービスを提供しています。�

このサービスは、パンフレットなどのツールのほか、さらにわかりやすくご理解いただくために、タブレッ

ト端末向けのアプリでも提供しています。

お客さまのリスクと保険内容を分析するサービス

ＳＯＭＰＯホールディングス　CSRコミュニケーションレポート2018 263



お客さまのリスクと保険でのカバー状況をご案内するツール�

「安⼼ぐるりシート」（左）と「安⼼ぐるりアプリ」（右）

損保ジャパン⽇本興亜では、保険⾦サービスが「保険商品を具現化するサービス」であるという認識のも

と、真にお客さまが求める⾼品質のサービスを提供するため、迅速な保険⾦のお⽀払いや⼀⼈⼀⼈のお客さ

まのニーズに即した付加価値の提供に取り組んでいます。事故に遭われた直後のお客さまに対しては、「す

ぐにつながり、⽇常復帰まで容易に⾒通すことができ、ご安⼼いただける」付加価値を、保険⾦請求⼿続き

中のお客さまに対しては、「簡単な⼿続きで安⼼してお任せいただき、早くスムーズに解決する」付加価値

を提供することをコンセプトとしています。�

2011年12⽉には、保険⾦サービス部⾨のお客さま対応における当社独⾃の⾏動基準「SCクレド 」を作成

しました。すべてのお客さまに⼼からご安⼼いただくために、保険⾦サービス部⾨で働く職員全員が「SC

クレド」に基づいた「まごころ」を込めたサービスを⾏っています。�

2017年12⽉には、お客さまとの電話応対をロールプレイング形式で披露し競いあう全国⼤会、「ダント

ツ！クレド応対グランプリ2017」を開催し、保険⾦サービス部⾨で働く約11,000名の職員全員が参加しま

した。当⼤会に向けた取組みや、⽇々のお客さま対応を通じて「事案対応⼒」や「コミュニケーション⼒」

などの、プロフェッショナルスキルの強化に取り組んでいます。�

また、2015年11⽉には、24時間365⽇稼働のコールセンターにおいて5か国語による事故受付を開始しま

した。現在（2018年4⽉時点）では業界最⼤規模の15か国語 での事故受付・事故対応ができる体制にま

で拡⼤し、通訳が必要な外国⼈のお客さまに対してもご安⼼いただける対応を⾏っています。�

今後もこれらの取組みをさらに発展させ、お客さまにとって⼀番⾝近な存在である損害保険代理店との連携

を強化し、保険⾦の迅速かつ適切なお⽀払いとわかりやすい説明を実践することで、さらにお客さまにご安

⼼いただけるサービスを追及していきます。

事故対応における、お客さま満⾜度向上への取組み

*1

*2
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損保ジャパン⽇本興亜では、夜間・休⽇に発⽣した事故に対しても平⽇⽇中と同様にお客さまのご要望を確

認し、事故相⼿⽅、修理⼯場や病院への連絡、レッカー⼿配など迅速な初動対応を⾏うことで、事故直後の

お客さまの不安を解消し、安⼼をお届けしています。�

また、⽇本語が話せないお客さまに向けた15か国語による通訳サービスや、⽿や⾔葉の不⾃由なお客さま

に向けた⼿話通訳サービスによる事故受付・初動対応も実施しています。

損保ジャパン⽇本興亜では、お客さまのご契約内容のご確認や各種変更⼿続き等の利便性向上のため、24

時間365⽇いつでもパソコン、スマートフォンから無料で各種機能をご利⽤いただけるオンラインサービス

「マイページ」を提供しています。�

マイページ会員にご登録いただくことで、オンライン上でお客さまのご契約内容の確認、⾃動⾞保険や傷害

保険の事故対応状況の確認、⾃動⾞保険の契約内容の変更⼿続き、ご住所の変更⼿続きなどを、24時間・

365⽇無料でご利⽤いただけます。また、ご契約のないお客さまでも、メール配信などの便利なサービスを

ご⽤意しております。

SCクレド：保険⾦サービス部⾨の社員が、⽇常業務を進めていくうえでの判断や思考、⾏動の源とな

るもので、常にお客さまを意識し、すべてのお客さまに「まごころ」をこめたサービスを⾏うための、

⼼の信条を明確にしたものです。

*1

15か国語対応の対象⾔語：英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、タイ語、ベトナム

語、インドネシア語、タガログ語、ネパール語、フランス語、ドイツ語、イタリア語、ロシア語、マレ

ー語

*2

24時間初動対応サービス

*

対応⾔語：英語・中国語・スペイン語・ポルトガル語・韓国語・タイ語・インドネシア語・ベトナム語・

ドイツ語・フランス語・イタリア語・ロシア語・タガログ語・ネパール語・マレー語

*

24時間各種機能を利⽤可能なオンラインサービス「マイページ」
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⼥性の社会進出と共働き世帯の増加などによる⽣産年齢⼈⼝における就業率の上昇に伴い、「平⽇⽇中に加

え、休⽇にも保険会社に相談したい」というお客さまのニーズが⾼まっています。損保ジャパン⽇本興亜で

は、これまでも実施していた24時間365⽇の事故直後の事故受付や病院⼿配などの初動対応に加え、既に

対応中の⾃動⾞事故に関する照会や各種⼿配を実施する「休⽇相談窓⼝」を設置しました（サービスの拡

充）。

休⽇の事故対応強化によるサービス品質向上

*

「休⽇でも専⾨家に相談したい」、「できるだけ早く事故を解決したい」といったお客さまのご要望にお

応えするべく、東京・⼤阪・北海道の3拠点で、約50名の経験豊富で専⾨知識を有する相談員が対応しま

す。

*
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＜お客さまからのご要望例＞
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「テレマティクス保険」は、欧⽶諸国において普及しつつありますが、⽇本では事故の有無に応じて「適⽤

される等級・保険料」が変わる等級制度が確⽴されていることを背景に、これまで積極的な商品開発は⾏わ

れてきませんでした。しかし、昨今のデジタル技術の⾰新や、2014年の国⼟交通省での検討会などを受

け、⽇本においてもテレマティクス技術の効果的な活⽤⽅法の研究が進んでいます。�

また、近年では、⾃動⾞を所有せず、必要な場合にレンタカーやカーシェアリングなどを利⽤するユーザー

が若年層を中⼼に拡⼤しています。しかし、安全運転の実績を持ちながらも、初めて⾃動⾞保険に加⼊する

場合は、保険料が⾼額になるケースが多く、その負担が⾃動⾞の所有を控える理由のひとつとされていま

す。�

そのため、損保ジャパン⽇本興亜では、「テレマティクス技術を活⽤して安全運転を⽀援できないか、ドラ

イバーの保険料を軽減できないか」という観点で研究・開発を重ね、現在『スマイリングロード』 、『ポ

ータブルスマイリングロード』『ドライビング！』を提供しています。�

蓄積したテレマティクス技術に関するノウハウを活かし、『ポータブルスマイリングロード』で取得した膨

⼤な⾛⾏ビッグデータの研究・分析の結果、「ドライバーの運転特性」と「事故の起こりやすさ」の相関関

係が明らかとなり、運転診断結果に応じて保険料 が最⼤20%割引となるテレマティクス保険を国内の保険

会社で初めて開発しました。安全運転度合いに応じた保険料割引の導⼊により、お客さまにとって“より納

得感のある保険料”を実現すると同時に、更なる安全運転の促進を図り、“事故の無い社会”の実現を⽀援して

いきます。

デジタル技術の活⽤

【国内初】スマートフォンを活⽤した「テレマティクス保険」の開発�

〜安全運転で⾃動⾞保険を最⼤20％割引〜

*1

*2

専⽤ドライブレコーダーにより安全運転を⽀援する法⼈向けサービス。*1

新たに⾃動⾞を所有される場合など前契約がなく、損保ジャパン⽇本興亜での新規契約の保険料を対象

とします。

*2
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＜保険料割引のイメージ（スマートフォンの画⾯イメージ）＞

セゾン⾃動⾞⽕災保険は、市場調査によりお客さまの声を把握し、⾃動⾞保険に不⾜している「⾒える・触

れられる」「カーライフを楽しむ」「事故を未然に予防できる」などの新たな「価値提供」を創造するプロ

ジェクトを⽴ち上げ、その第1弾として2016年4⽉から「ＡＬＳＯＫ事故現場安⼼サポート」の提供を開始

しました。�

また、これらの「価値提供」に必要なお客さま接点を「⾃動⾞保険の新たな加⼊体験」「カーライフを楽し

む」「もしもの時に、現場でしっかりサポートする」と位置づけ、2017年7⽉（始期契約）から、ＩｏＴを

活⽤した「つながるサービス」を開始し、⽇常の安全運転を⽀援するとともに「ＡＬＳＯＫ事故現場安⼼サ

ポート」と連動した事故時における安⼼感の提供とさらなるサービス拡充を図っています。

もっと安⼼して、もっと楽しくクルマを運転できるＩｏＴを活⽤した新

たな⾃動⾞保険の提供

ＳＯＭＰＯホールディングス　CSRコミュニケーションレポート2018 269



＜「つながるサービス」によりお客さまが体験できる内容＞

株式会社フレッシュハウスはウェアラブル端末（スマートグラス）を活⽤した⽕災保険事故調査および⼩型

無⼈機（ドローン）を活⽤した建物診断等を通じて、⾼品質な住宅リフォームサービス提供によるお客さま

評価向上に努めていきます。

ウェアラブル端末を活⽤した⽕災保険事故調査�

（2016年10⽉開始）

サービス品質均質化と⽕災保険⾦の⽀払迅速化を

⽬的に、2017年度は全営業所で展開。

ドローンを活⽤した建物診断サービス�

（2018年5⽉開始）

地上からは確認しにくい屋根等について、短時間

かつ⾼精度な建物診断を実現。

デジタル技術を活⽤した⾼品質なサービス提供と業務効率化
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損保ジャパン⽇本興亜は、事故や災害発⽣直後にこれまで以上に迅速かつ的確に被害状況を把握し、より迅

速に保険⾦をお⽀払いすることを⽬的として、ドローン使⽤における社内での安全な運⽤体制を整備し、国

⼟交通省への都度の申請を不要とする全国包括⾶⾏許可を保険業界で初めて取得しました。�

2016年8⽉には、熊本県からの要請に基づき、熊本地震に関連する不明者捜索の⽀援を⾏いました。�

2017年には、新宿区らと共同して都⼼部におけるドローンを⽤いた避難者誘導に関わる実証実験を複数回

にわたって⾏い、継続しています。さらに、2018年5⽉には新潟県からの要請に基づき、⼭岳遭難者の捜索

活動⽀援を⾏いました。保険⾦のお⽀払い⽬的だけでなく、災害対応に関する社会貢献を⽬的として、損保

ジャパン⽇本興亜が保有する先端技術を様々な分野で活⽤しています。

損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命は、ICTを活⽤した業務改⾰の第⼀段として、2016年から、タブレット

端末等で保険のお申込みができる「ペーパーレス申込⼿続き（ペットネーム：ひまわりモバイルＮａｖ

ｉ）」を開始しました。「ひまわりモバイルＮａｖｉ」は、申込内容の確認や告知内容の⼊⼒をモバイル端

末等の画⾯上で簡単に⾏うことができ、1回の電⼦署名でお申込み⼿続きを完了させることができます。�

特に健康状態の告知に関しては、⾃動査定機能により医的査定結果を即時に表⽰し、最短で、お申込みの翌

⽇に契約が成⽴します。�

お客さまから⼤変ご好評をいただき、2018年5⽉⽉現在で対象契約の6割以上が「ひまわりモバイルＮａｖ

ｉ」によるご契約となっています。�

今後も最先端のＩＣＴ技術を駆使して、保険のお⼿続だけではなく「健康」を軸とする新たなサービスを提

供し、お客さま⼀⼈ひとりに「最適な価値」をお届けする⽇本⼀イノベーティブな⽣命保険会社を⽬指して

いきます。

先端技術であるドローンの活⽤拡⼤�

〜�保険⾦お⽀払いの他にも社会貢献を⽬的とした災害対応など様々な

分野で活⽤�〜

ペーパーレス申込書⼿続きの開始�

〜ＩＣＴを活⽤し、お申し込みから最短２⽇で契約成⽴へ〜
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ＳＯＭＰＯホールディングスは、グループにおける今後のデジタル戦略の将来を担う⼈材を早期に発掘し育

成するため、デジタルハリウッド株式会社が運営するエンジニア養成学校「ジーズアカデミーＴＯＫＹＯ」

の協⼒のもと、養成機関「DATA�INSTITUTE」を2017年度に設⽴しました。また、それに先⽴ち、データ

サイエンティスト特別養成コース「Data�Science�BOOTCAMP」を2017年4⽉に開講しました。

＜「DATA�INSTITUTE」の概要＞

「DATA�INSTITUTE」はデータサイエンティストをはじめ、ＳＯＭＰＯホールディンググループのデー

タ活⽤に関わる⼈材を総合的に養成する機関を⽬指します。

社会⼈経験のある⽅を対象とした「Data�Science�BOOTCAMP」、ＳＯＭＰＯホールディングスグルー

プ社員向けの「WORKSHOP」、学⽣を対象とした「INTERNSHIP」、⼤学や研究機関との共同研究に

よる⼈材育成を⽬的とした「RESEARCH」など、将来的には幅広いプログラムを提供する予定です。

国内において、データサイエンスを含むビッグデータ・ＡＩを活⽤できる⼈材育成の先駆者となり、デー

タ活⽤領域での⽇本企業の競争⼒強化に貢献していきます。

＜「Data�Science�BOOTCAMP」の概要＞

2017年4�⽉に、第1�回データサイエンティスト特別養成コース「Data�Science�BOOTCAMP」を開講

し、2018年5⽉には第3回を開講しております。

約3か⽉間の集中育成プログラムでは、ディープラーニングなどAIに必須のコンテンツを準備する予定で

あるほか、⼀流メンターの助⾔のもと、ＳＯＭＰＯホールディングスが実際に保有する⾃動⾞の⾛⾏デー

タや健康関連データなどのビッグデータを利⽤し、実践的なデータ分析からデータ活⽤ビジネスの企画提

案まで⾏います。

ビッグデータ・ＡＩ活⽤⼈材の養成機関を設⽴�

〜「Data�Science�BOOTCAMP」を開講〜
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損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命は、「今までにない新たな価値を提供することにより、⽇本⼀イノベー

ティブな⽣命保険会社」となることを掲げ、お客さまが健康になることを応援する「健康応援企業」への変

⾰を⽬指しています。�

その変⾰への第⼀歩として、損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命は、2017年3⽉に⽇本アイ･ビー･エム株式

会社の⽀援により、「IBM �Watson�Explorer」導⼊に向けた実証実験を終え、2018年2⽉より、保険⾦・

給付⾦等の⽀払業務への本格活⽤を開始しました。Watsonの導⼊により、保険⾦・給付⾦等の⽀払査定に

おける⼀部の⼯程をＡＩによる判断・⽀援機能に置き換えることで、これまで2⼈以上で⾏っていた複次チ

ェックの約4割が1⼈でチェック可能となり、保険⾦・給付⾦等の⽀払⽇数は約1⽇短縮される⾒込みです。

2019年度にはＡＩを活⽤することにより「⾃動⽀払」の実現を⽬指します。�

今後はＩＣＴを活⽤した医療機関との提携やペーパーレスでの請求⼿続きスキームなどを組み合わせること

で、お客さまのニーズに沿った最適な請求⼿続きの実現を⽬指していきます。引き続き、お客さまに新しい

価値を提供すべく、お客さまサービス品質のさらなる向上に努めてまいります。

⾃動⾞の安全性能向上などに伴い、近年⾃動⾞事故は減少傾向にありますが、⾼齢者や若年層など依然とし

て事故率が⾼い世代もあり、ドライバー⾃⾝による安全対策は不可⽋な状況です。�

保険⾦・給付⾦⽀払業務への「IBM�Watson�Explorer」の導⼊

®

ドライブレコーダーを活⽤した個⼈向け安全運転⽀援サービス「ＤＲＩ

ＶＩＮＧ！」
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損保ジャパン⽇本興亜では、運転歴の浅い⽅や運転に不安を覚える⽅、⾼齢者やそのご家族に安⼼を提供す

ることは損害保険会社の使命と考え、2017年3⽉より、ドライブレコーダーを活⽤したテレマティクスサー

ビス（『ＤＲＩＶＩＮＧ！〜クルマのある暮らし〜』、以下、『ドライビング！』）の提供を開始しまし

た。�

2018年1⽉からは、利便性向上とより多くのお客さまにご利⽤いただくことを⽬指し、⾃動⾞保険の申込み

⼿続きと同時にサービス利⽤が可能となるよう⾃動⾞保険の特約として本サービスを提供しています。�

『ドライビング！』は、「安全運転⽀援機能」を搭載した通信機能付き専⽤ドライブレコーダーにより運転

中の安⼼をご提供し、運転後は「安全運転診断」や「視機能トレーニング」等により運転技術のセルフメン

テナンスをサポートします。また、万が⼀の事故の際も、ドライブレコーダーの衝撃検知を活⽤した「事故

時通報機能」や国内⼤⼿損害保険会社で初めてとなるＡＬＳＯＫと連携した「事故現場駆けつけサービス」

をご提供し、安⼼・安全なカーライフをトータルサポートします。

損保ジャパン⽇本興亜は今後もデジタル技術を活⽤し、すべてのドライバーにさらなる安⼼・安全を提供

し、「事故の無い社会」実現の⼀助となることを⽬指します。

＜『ドライビング』の主な機能＞

新宿駅周辺地域に代表される、巨⼤都市の中⼼市街地と周辺の住宅地では、様々な災害に対する防災・減災

対策に加えて、発災後の速やかな災害対応・事業継続・復旧対策が強く望まれています。�

ドローンを活⽤した超⾼層ビル街での災害対応実証実験の実施
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損害保険ジャパン⽇本興亜、ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントの両社がメンバーとなっている新宿駅周辺防

災対策協議会では、2007年から継続的に、主に⼤規模地震を対象とした地域連携訓練に取り組むととも

に、地域の防災リテラシーの向上に取り組んでおり、2016年6⽉には「新宿ルール実践のための⾏動指針」

を策定し、地域内の事業者等は⼤規模地震災害の発⽣時に同指針に基づき、現地本部を中⼼に連携し、関係

各者がそれぞれの役割に応じた活動を⾏うことで、地域の混乱を最⼩限に抑えることを⽬指しています。�

ただし、災害発⽣直後の情報収集や円滑な誘導のための情報発信、主要拠点、関係者間での円滑な情報連

絡・共有については、⼤きな課題として残されていました。そのような背景を踏まえ、平常業務で蓄積・活

⽤してきた技術・知恵・資源を結集してこのような課題を解決するため、新宿駅周辺防災対策協議会のメン

バーである⼯学院⼤学、株式会社理経及び新宿区とともに、2016年度からドローンを活⽤した実証実験に

取り組んでいます。�

本年度は、昨年度の実証実験で洗い出された課題等を踏まえ、次のような点を新たに取り⼊れた実証実験を

2017年12⽉に⾏いました。

なお、実験はドローンや無線通信網の応⽤研究を進めながら、今後も継続的に実施する予定です。

インターネットを介した接続も⾏うことで、通信網を冗⻑化しました。①

避難場所として想定されている新宿中央公園を中⼼とした状況を、TV会議システム等を導⼊して、⻄⼝

現地本部(⼯学院⼤学)及び新宿区役所でリアルタイムに共有し、同公園への誘導の適否を判断するととも

に、避難場所の安全性の把握と管理者への適切な指⽰、滞留者へ⾳声による情報発信を⾏いました。

②

本年度の実証実験は「参加型の実証実験」として、実験を⾒学にいらした⽅々に参加して頂き、現地本

部で状況を把握しながら実際に誘導しました。

③
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⾃動⾞を取り巻くデジタル技術が急速に進展するなか、ＳＯＭＰＯホールディングスは、保険やその他関連

サービスにおける新たな顧客体験価値の創造を⽬的として、⾃動⾞、ＡＩ（⼈⼯知能）およびロボティクス

分野などにおける最先端の研究開発に参画すべく、⽇本の保険業界ではじめてスタンフォード⼤学の研究機

関『ＣＡＲＳ』 およびインキュベーター『ＣＯＭＥＴ ＬＡＢＳ』 と提携しました。�

これらの活動を通じて、世界的に加速するデジタル化の流れをいち早く掴み、グループの各事業における商

品やサービスの改⾰に資する研究・開発を推進し、お客さまにさらなる「安⼼・安全・健康」を提供してい

くことを⽬指します。

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントは、これまで損害保険ジャパン⽇本興亜によるサイバー保険の引受等を通

じて収集した企業が抱えるサイバーリスクに関する課題に対して、グループとしてフルラインナップでカス

タマイズしたソリューションを提供するために、2017年度よりサイバーセキュリティ事業を展開していま

す。�

⾼度なサービスを提供するサイバーセキュリティ事業者との提携により、以下の①〜⑦の各サービスをワン

ストップで提供する『Ｏｎｅ-Ｓｔｏｐプラットフォーム』を構築し、お客さまのサイバーセキュリティを

総合的にサポートします。

⽶国シリコンバレーの研究機関等と⾃動⾞のＡＩ・ロボティクス分野研

究で提携�

〜スタンフォード⼤学付属の研究機関『CARS』およびインキュベータ

ー『Comet�Labs』とパートナー契約を締結〜

*1 *2

『ＣＡＲＳ』は、教育機関、⾃動⾞やＩＴ業界および政府機関から有能な⼈材を招き、⼈を中⼼とした

モビリティの未来、⼈と機械がどのように効果的に共存するかを研究するために設⽴された機関です。

*1

『ＣＯＭＥＴ ＬＡＢＳ』は、ＡＩやロボティクス分野のベンチャー企業を⽀援するインキュベーター

です。

*2

サイバーセキュリティ事業への参⼊�

〜「SOMPO�Digital�Lab」をイスラエルに新設〜
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また、絶えず⾼度化するサイバー攻撃に対して常に最先端の技術でお客さまをサポートするため、東京、⽶

国シリコンバレーに続く新たな提携先の発掘や情報収集の拠点として、「SOMPO�Digital�Lab」をイスラ

エルに新設しました。�

お客さま視点で最適なサービスをご提供していくために、今後、最先端の技術やノウハウを保有する国内外

の企業との提携を拡⼤していきます。
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●介護応援サービス

損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命が提供する介護を必要とするご本⼈とご家族をサポートするサービスで

す。このサービスは、介護⼀時⾦特約にご加⼊のご契約者さま・被保険者さまおよびそのご家族の⽅にご利

⽤いただけます。�

有料⽼⼈ホーム等紹介サービス、リフォームサービス、配⾷サービスをご⽤意しています。

●健康・⽣活応援サービス

⽣命保険という「万が⼀」が起きたときの保障だけでなく、「予防」の観点から、健康で豊かな⽣活を送っ

ていただく⼀助となるために、お客さまに提供するサービスです。このサービスは、損保ジャパン⽇本興亜

ひまわり⽣命の保険契約にご加⼊中のご契約者さま・被保険者さまおよびそのご家族の⽅にご利⽤いただけ

ます。�

健康・医療相談サービス、医療機関の情報提供サービス、ドクターアドバイスサービス（予約制）、⼈間ド

ックやPET検診の紹介・予約サービス、郵送検査紹介サービス、介護関連相談サービス、家事代⾏紹介サー

ビス、⽣活関連相談サービス（予約制）、セキュリティサポート紹介サービスの10のサービスを⽤意して

います。

健康に資する取組み

お客さまとそのご家族の笑顔を応援する「介護応援サービス」と「健

康・⽣活応援サービス」の提供
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これらのサービスを通じてお客さまとのコミュニケーションの機会を広げ、お客さまにご満⾜いただけるよ

う努めています。
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損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命保険株式会社は、医療保険（2014）と低解約返戻⾦型終⾝保険に付加

できる特約として、「介護⼀時⾦特約」をご⽤意しています。この特約は公的介護保険制度の要介護１以上

と認定されたお客さまが、介護⼀時⾦を受け取れるものです。

公的介護保険で要介護・要⽀援と認定されている⽅は、2018年3⽉末時点で約640万⼈になりました。公的

介護保険制度がスタートした2000年度と⽐べ、約2.5倍と⼤幅に増加しています。�

なかでも要介護1以上の⽅は460万⼈以上となり、全体の72.5%を占めています。軽度の要介護度であって

も、住宅のリフォーム改修費⽤等の⼀定の⽀出が考えられ、当社では介護が必要となる⽅が急増するなか

で、要介護1から保障できる商品とすることで、より幅広いお客さまのニーズに対応します。

要介護1以上で介護⼀時⾦が受け取れる「介護⼀時⾦特約」
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⾼齢化の進展によって要⽀援・要介護認定者数が増加するとともに、公的介護保険制度における介護給付額

が増加しているなか、⾼齢者の「⾃分らしい暮らし」の実現に向けた⾃⽴、介護度改善の取組は重要性を増

しています。このような背景から、ＳＯＭＰＯホールディングスはアイアル少額短期保険株式会社（以下、

「アイアル少短」）と介護予防への貢献に関する共同研究を実施し、アイアル少短が要⽀援・要介護者の⾃

⽴、介護度の改善および給付額の抑制を後押しできる介護度改善応援保険『明⽇へのちから』を開発しまし

た。今後はＳＯＭＰＯケア株式会社とＳＯＭＰＯケアネクスト株式会社のご⼊居者およびご利⽤者へ順次展

開し、保険を活⽤した⾃⽴、介護度改善に寄与していきます。

超⾼齢社会が進展するなか、労働⼈⼝の⼤幅な減少、⽣活習慣病の増加などによる医療費の増⼤、メンタル

へルス不調者の増加などを受け、健康保険組合は2015年度から「データヘルス計画」の作成・実施が求め

られ、企業は2015年12⽉から労働者50名以上の事業所において「ストレスチェックの実施」が義務化され

ました。また、経済産業省と⽇本健康会議が共同で、保険者と連携して優良な健康経営を実践している⼤規

模法⼈を「健康経営優良法⼈〜ホワイト500〜」として認定する制度が2017年度から開始され、健康経営

への期待が⾼まっています。�

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、企業の健康経営や健康保険組合のデータヘルス計画の推進をトータ

ルでサポートするサービスを提供しています。健康経営に関連する取組状況を「健康経営度調査」に基づき

確認のうえ、「健康経営の基盤づくり」、「健康課題の可視化」、保健指導・メンタル対策等の「ソリュー

ション提供」を、取組状況に応じて提供しています。

【国内初】介護度改善を応援する専⽤保険『明⽇へのちから』を提供開

始

企業の健康づくりをサポート『健康経営推進⽀援サービス』の提供

*

レセプトなどのデータの分析、それに基づく加⼊者の健康増進のための事業計画*
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損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命は、⽣命保険のその先へ、お客さまが健康になることを応援する「健康

応援企業」への変⾰を⽬指し、新たな価値を提供するフロントランナーとして健康サービスブランド

「Linkx（リンククロス）」を⽴ち上げました。「Linkx」は、お客さまに⼼地よく、楽しく、健康を維持し

ていただくことをコンセプトとして、健康を軸とした⾰新的な商品や、アプリを中⼼とした健康関連サービ

スを展開していきます。

●⽉々500円で加⼊できる臓器移植・先進医療特化型保険「Linkx�coins(リンククロス�コイ

ンズ)」の発売(2016年9⽉)

⽉々500円の保険料で加⼊出来るネット専⽤商品「Linkx�coins(リンククロス�コインズ)」（正式名称：臓

器移植医療給付⾦付先進医療保険）を発売しました。�

「Linkx�coins(リンククロス�コインズ)」は、経済的負担の⼤きい治療の保障に特化した保険です。被保険

者が先進医療による療養を受けたときの先進医療給付⾦と先進医療⼀時⾦、および所定の臓器移植を受けた

ときの臓器移植医療給付⾦をお⽀払いします。

健康サービスブランド「Linkx（リンククロス）」の⽴ち上げ
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●Linkx（リンククロス）アプリシリーズ

健康情報アプリ「Linkx�siru（リンククロス�シル）」(2016年10⽉リリース)

「Linkx�siru（リンククロス�シル）」は、最新の分析技術でお客さまが読む記事の傾向を学習し、健康を軸

とした最適な記事を配信する健康情報アプリです。

「Linkx�siru（リンククロス�シル）」イメージ画⾯

継続的な散歩で健康増進を図るアプリ「Link�aruku（リンククロス�アルク）」(2017年4⽉リリース)

「Linkx�aruku(リンククロス�アルク)」は、「毎⽇」「無理なく」「楽しく」「歩く」ことを⽬的とした散

歩アプリです。散歩中の発⾒を写真やコメントで共有したり、全国1000コース以上（2018年3⽉末時点）

のおすすめ散歩コースから選んで歩くことができます。また、端末を持ち歩くだけで、歩数や消費カロリ

ー、距離を記録できます。継続的な歩⾏を促すことで、健康促進を図るアプリです。
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「Linkx�aruku(リンククロス�アルク)」イメージ画⾯

パートナーや友⼈と続けられるダイエットアプリ「Linkx�reco（リンククロス�レコ）」(2017年4⽉リリ

ース)

「Linkx�reco（リンククロス�レコ）」は、体型改善を⽬的として、ウォーキングや⾷事内容を記録

（recording）し、毎⽇簡単なタスクを実⾏することで、健康的な⽣活習慣への⾏動変容を促すアプリで

す。⾃⾝の⽣活習慣改善のためにはもちろんのこと、ペアリング機能を備えているため、⼆⼈だけの専⽤ト

ーク機能でお互いのタスク状況が確認でき、パートナーや友⼈など⼆⼈で⼀緒に取り組みながら、無理なく

続けることができます。また、⼈間の⽣態リズムの視点で⾷事の時間を考える「時間栄養学」の観点から、

利⽤者に最適な⾷事タイミングのアドバイスを提供します。

「Linkx�reco（リンククロス�レコ）」イメージ画⾯

2018年4⽉、損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命は主⼒商品である収⼊保障保険「家族のお守り」をバー

ジョンアップし、「リンククロス�じぶんと家族のお守り」を発売しました。�

本商品の特徴として、「健康☆チャレンジ！」制度により、加⼊時から⼀定期間内に健康状態（禁煙、

これらのアプリはご契約者さま以外でも無料で利⽤が可能です。※

業界初！健康を応援する収⼊保障保険「リンククロス じぶんと家族の

お守り」発売！
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BMI、⾎圧）が改善されると、以降の保険料が安くなるとともに、加⼊時からの保険料差額相当額を健康チ

ャレンジ祝⾦としてお受け取りいただくことができます。�

また、もしものことがあった場合のみならず、お客さまの「働けなくなった際の⽣活を守りたい」という思

いをかなえるため、就労不能時等の保障として付加できるオプションを充実させています。⽣きるための保

障として障害等級１級または２級と認定され、障害基礎年⾦の受給権が⽣じた場合などに、年⾦をお受け取

りいただける「就労不能保障特約」や、七⼤疾病に加え、社会問題化している「メンタル疾患」により所定

の事由に該当した場合に、年⾦をお受け取りいただける「メンタル疾患保障付七⼤疾病保障特約」などを創

設しました。�

このように保険本来の機能（Insurance）と健康を応援する機能（Healthcare）を組み合わせた、従来にな

い新たな価値「インシュアヘルス」（Insurhealth）を提供します。

糖尿病・⼼筋梗塞・脳卒中などの⽣活習慣病とそれに伴う医療費の増加が深刻化しています。こうした状況

のなか、2008年4⽉に、健康保険組合などの公的医療保険者に対し、メタボリックシンドロームに着⽬し

た特定健康診査および特定保健指導（特定健康診査の結果、国の定める基準を超えた⼈に対する⽣活習慣改

善指導などの事後フォロー）が義務づけられてから10年が経ちました。�

2015年度からは、レセプトなどのデータの分析に基づいて加⼊者の健康増進を⾏う「データヘルス計画」

の作成・実施が求められ、特定保健指導に限らず、医療保険者としての健康課題を踏まえた取組みの重要性

が⾼まっています。�

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントは、約1,300⼈の経験豊富な保健師・看護師・管理栄養⼠といった専⾨職

を全国に配置し、特定保健指導事業において⽇本で最⼤規模のサービス提供事業者となっています。ＳＯＭ

ＰＯリスケアマネジメントのサービスを通じて、特定保健指導が必要とされた⽅々のうち約39%が翌年度に

は特定保健指導の対象外になるまで改善した例もあります。�

また、肥満はなくとも⾎圧、⾎糖、脂質、喫煙などのリスクのある⽅や、服薬中の⽅など、特定保健指導の

対象とならない⽅も対象として、糖尿病などの⽣活習慣病の重症化を予防する「重症化予防事業」、65歳か

ら74歳の⽅を対象に⽣活習慣改善・重症化予防などを⾏う「前期⾼齢者訪問健康指導事業」などを⼿がけ、

健康保険組合を中⼼とする500以上の団体に、年間約30万件の健康⽀援サービスを提供しています。2018

年4⽉からは、ＷＥＢを中⼼とした情報提供事業をスタートし、従来の冊⼦を通じた情報提供事業ととも

に、アプリ⽀援等、ＩＣＴを活⽤したサービスを展開しています。�

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントは、これからもFace�to�Faceで⼀⼈ひとりに合った健康サポートを提供

することを基本とし、全国の専⾨職に独⾃の研修と技術⽀援を⾏い、より質の⾼いサービスを提供できる体

制を整えてまいります。

⼼と体の両⾯からヘルスケアをサポート�

健康で活⼒ある社会の実現を⽬指し、超⾼齢社会にも対応
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2015年12⽉1⽇に施⾏されたストレスチェック制度により、事業者は年⼀回のストレスチェックと⾯接指

導の実施が義務づけられました。同時に、事業者はストレスチェックから得られた情報を基に、経営者をは

じめ、⼈事、産業保健スタッフ、職場が連携して個⼈と組織に環境改善の働きかけを⾏うことが必要です。�

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントは、2007年4⽉から「企業が抱えるメンタルヘルス⾯の課題への総合的

なソリューションの提供」を⽬的として事業を展開しています。なかでもストレスチェック制度対応サービ

ス「LLax�seed」は、厚⽣労働省が推奨する「職業性ストレス簡易調査票」を活⽤し、ストレスチェックの

実施から組織改善の対策に⾄るまで、豊富なノウハウや好事例をもとに多くのお客さまにサービスを提供し

ています。�

さらに、企業のメンタルヘルス対策においてはカウンセリングや電話相談など従来型のメンタルヘルス対策

サービスに加え、企業が⾏う産業保健体制構築の⽀援や不調者・休職者の復職⽀援、産業医の確保等、様々

な業種のお客さま課題を解決するためのコンサルティングサービスを実施しています。�

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントはこうした事業活動を通じ、⼀つでも多くの「ヘルシーカンパニーの実

現」に貢献することを使命として、今後もサービスの改善、開発を進めていきます。

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントは、⾷品事業者の皆さまの「⾷の安全・安⼼」への取組みを⽀援するため

に、⾷品安全管理・衛⽣管理、⾷品表⽰、⾷品事故対応（ネット炎上対応などを含む）など⾷品事業に係る

コア・リスク対策などのコンサルティングならびに教育・訓練などを「⾷品リスク総合コンサルティング」

として提供しています。�

また、近々、導⼊が予定されているHACCP制度化（義務化）に対応するため、⾷品事業者に対する技術研

修会等を農林⽔産省の補助を受け2017年度より実施しており、2018年度も主要都市5箇所で実施する予定

です。

メンタルヘルス対策により「ヘルシーカンパニーの実現」に貢献

⾷の安⼼・安全と信頼確保に向けた「⾷品リスク総合コンサルティン

グ」の提供
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研修会の様⼦

⾷品の回収事故は、毎年1,000件程度発⽣している状況が続くなかで、⾷品事業者からは、⾃社で回収事故

が発⽣した際、「迅速かつ適切な回収対応ができるか不安だ」などの声が寄せられています。そこで、ＳＯ

ＭＰＯリスケアマネジメントでは、損保ジャパン⽇本興亜のフードリコール保険の付帯サービスとして「緊

急時サポート総合サービス」を開発し、回収事故発⽣時における広報機能、コールセンター機能、回収機能

などの各種機能をワンストップで⽀援するサービスを、2011年10⽉から開始しています。

⾷品回収事故の理由別件数

⾷の安⼼・安全と信頼確保に向けた「緊急時サポート総合サービス」の

提供
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サービスのご案内
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当社は、2015年12⽉にワタミの介護、2016年3⽉にメッセージを⼦会社化し、介護事業へ本格参⼊しまし

た。そして、両社の本社機能共通化（⼀体運営）を経て、2018年7⽉に合併により、「ＳＯＭＰＯケア」と

して新たにスタートしました。新体制下では、地域のお客さまに、在宅サービスから施設系サービスまでフ

ルラインで最⾼品質の介護サービスを提供することを⽬指します。��

当社グループの介護事業の特徴的な取組みとして、当社グループが損害保険事業等を通じて培ったガバナン

ス、コンプライアンス、リスク管理のノウハウ等を活⽤した実効性の⾼い内部管理態勢や、介護記録の電⼦

化による業務の効率化、センサーを活⽤した⾒守り業務などのＩＣＴ（情報通信技術）・デジタル技術の利

活⽤などがあげられます。また、2017年7⽉に全ての従業員が成⻑を感じられることをテーマに⼈材開発戦

略を率先する機関として「ＳＯＭＰＯケア�ユニバーシティ」を開設、2018年3⽉に⾷事や栄養に関する企

画・商品開発機関「ＳＯＭＰＯケアＦＯＯＤＬＡＢ（フードラボ）」を開設するなど、⼈材育成およびサー

ビス品質向上に向けた取組を強化ています。�

これらの取組みを通じ、ＳＯＭＰＯケアグループは、⽇本で最も信頼される介護事業者となることで、「世

界に誇れる豊かな⻑寿国⽇本」の実現に貢献していきます。

⽇本では⾼齢化が進み、要介護者は年々増加する傾向にあり、現役世代で親の介護や看護を原因とする介護

離職者が年間約10万⼈に達しています。�

「世界に誇れる豊かな⻑寿国⽇本」の実現に向けた取
組み

「世界に誇れる豊かな⻑寿国⽇本」の実現に向けた介護事業

サービス⼀体型商品『介護サポートプラン』の販売�

〜「介護離職」防⽌を⽀援〜
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損保ジャパン⽇本興亜は、「保険による補償」、「介護サービス事業者の紹介サービス」、「企業向け『仕

事と介護の両⽴セミナー』の提供」によって社会問題化している「介護離職」防⽌を多⾯的に⽀援する『介

護サポートプラン』を販売しています。「介護サポートプラン」とは、主に企業の従業員が加⼊できる新・

団体医療保険に、「親孝⾏⼀時⾦⽀払特約」または「介護⼀時⾦⽀払特約」をセットした契約をいい、優待

条件で介護サービス事業者を紹介するサービスを提供しています。また、ＳＯＭＰＯリスケアマネジメント

は、介護に関する課題解決のサポートのため、企業向けに「仕事と介護の両⽴セミナー」を開催していま

す。

＜『介護サポートプラン』の内容＞

『介護サポートプラン』の全体像

新・団体医療保険「親孝⾏⼀時⾦⽀払特約」の概要�

本特約は、親（被保険者）が要介護状態となり、その状態が⼀定期間を超えた場合に⼀時⾦をお⽀払

いします。親が要介護状態となった場合、在宅介護で介護者の負担が⼤きくなる要介護認定の区分で

要介護2〜5を補償対象とし、親を介護する従業員の負担を軽減します。

[1]

新・団体医療保険「介護⼀時⾦⽀払特約」の概要�

本特約は、従業員本⼈等（被保険者）が要介護状態（要介護2〜5相当）となり、その状態が⼀定期間

を超えた場合に⼀時⾦をお⽀払いします。

[2]

介護サポートサービス（介護サービス事業者の紹介サービス）�

親の介護が必要となった場合に、介護にかかる従業員の負担が⼤きくなり、仕事との両⽴が困難にな

るケースが増加しています。そこで、損保ジャパン⽇本興亜のグループ会社などの介護サービス事業

者を優待条件で紹介するサービスを新設しました。介護の負担軽減に役⽴つサービスを活⽤いただく

ことで、仕事と介護の両⽴を⽀援します。

[3]

「仕事と介護の両⽴セミナー」の提供�

「将来の介護に不安を抱える従業員」「仕事と介護の両⽴に直⾯している従業員」に対し、セミナー

を通じて情報提供を⾏います。

[4]
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損保ジャパン⽇本興亜保険サービスは、⾼齢のお客さまにより⼀層の安⼼をお届けするため、独⾃に開発し

た「あんしんサポート」サービスを提供しています。�

これは、災害の発⽣やお客さまの⻑期不在などによりお客さまと連絡が取れなくなった場合に、あらかじめ

ご登録いただいたご家族の⽅などにご連絡させていただき、安否確認とともに満期などのご案内を⾏うサー

ビスです。�

ご連絡が取れないまま保険の満期⽇を過ぎてしまい、ご契約が途切れてしまうことを防⽌し、お客さまそし

て離れて暮らすご家族の⽅にもご安⼼していただけます。�

2013年9⽉からサービスを開始し、2018年3⽉末時点で約37,089名のお客さまにご登録いただいておりま

す。�

今後ますます進展する超⾼齢社会に向け、ご⾼齢のお客さまにやさしい保険代理店を⽬指してサービス品質

の向上に努めてまいります。

●「あんしんサポート」サービスの仕組み

なかでも、損保ジャパン⽇本興亜保険サービスは、⾼齢のお客さまにより⼀層の安⼼をお届けするため、

「認知症サポーターの育成」と「地域を⽀える活動」に全社をあげて取り組んでいます。�

「認知症サポーター」は、厚⽣労働省が認知症対策として2005年に導⼊した制度です。「全国キャラバ

⾼齢のお客さまにやさしい「あんしんサポート」サービスの提供

サービスは当社の保険契約者に対して無料で実施しています。*

「認知症サポーター」育成の全社を挙げた取組み

ＳＯＭＰＯホールディングスグループの役職員および損保ジャパン⽇本興亜の保険代理店従業員の認知症

サポーターおよびキャラバン・メイトの合計⼈数は、2018年3⽉末時点で7,672名です。

※
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ン・メイト連絡協議会」を推進⺟体として展開され、2018年3⽉末でその数は1,015万⼈に達しています。

「⾼齢者にやさしい会社」「地域に根ざした会社」を標榜する当社にとって「認知症サポーター」は親和性

の⾼い取組みであり、CSRの重点施策に掲げています。2017年度末には、講師役のキャラバンメイトを全

国に150名配置し、⽬標を上回る2,222名の認知症サポーターを育成しました。�

また、「認知症のお客さまへの対応ガイドライン」の作成やオリジナルポスターの掲⽰、ピンバッチの着⽤

などにより社員の意識を⾼め、さまざまな地域活動にも参加しています。�

今後ますます進展する超⾼齢社会に向け、ご⾼齢のお客さまにやさしい保険代理店を⽬指して、さらなるサ

ポーターの育成と地域との連携強化に努めてまいります。

●「認知症サポーター」の主な取組み

認知症と共によりよく⽣きる社会の構築を⽬指し、認知症への理解を深めるため、世界アルツハイマーデー

（9⽉21⽇）にあわせ、以下のイベントを実施しました。

*

キャラバン・メイトとは�

認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」を開催し、講師役を務める資格を有する者。�

キャラバン・メイトになるためには所定のキャラバン・メイト養成研修を受講し、登録する必要がある。

*

世界アルツハイマーデー（9⽉21⽇）に向けた取組み�

〜認知症への理解を深めるためのイベントを開催〜
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●損保ジャパン⽇本興亜本社ビルのライトアップ

損保ジャパン⽇本興亜本社ビル北側を認知症⽀援・啓発活動のテーマカラーであるオレンジ⾊にライトアッ

プしました。

●認知症を考えるセミナーの開催

「公益社団法⼈認知症の⼈と家族の会」の協⼒のもと、認知症当事者のご家族や研究機関の⽅を講師に迎

え、「共に⽣きる〜認知症を考えるセミナー〜」を開催しました。

●「ＲＵＮ伴2017」へ協賛・参加

認知症の⽅やご家族、⽀援者、⼀般の⽅々がリレーをしながら、⼀つのタスキをつなぎゴールを⽬指すイベ

ント「ＲＵＮ伴2017」へ協賛するとともに、ＳＯＭＰＯホールディングスの役職員がランナーとして参加

しました。

昨今の⾼齢化や核家族化の進展に伴い、賃貸住宅に⼊居する単⾝の⾼齢者が死亡した状態で発⾒される事例

が増加しています。このような場合に、その後の空室化・家賃値引き等により家賃収⼊が減少したり、清掃

費⽤等の原状回復費⽤が必要となることが、賃貸住宅オーナーにとって経営上の⼤きなリスクとなっていま

す。これにより、単⾝⾼齢者が賃貸住宅を借りにくくなるケースも発⽣しています。�

このような背景を踏まえ、賃貸住宅オーナーの経営リスクを軽減し、単⾝⾼齢者が賃貸住宅を借りやすくな

る環境を後押しするため、損保ジャパン⽇本興亜では、賃貸住宅オーナーが被る家賃収⼊の損失や清掃費⽤

等を補償する『事故対応等家主費⽤特約』を2018年8⽉から販売しています。

超⾼齢社会に対応した⽕災保険の販売
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ＳＯＭＰＯリスケアマネジメントでは、企業の環境に関するリスクを低減させ、企業価値とサステナビリテ

ィ（持続可能性）の向上を図りつつ、お客さまのニーズに応じて、コンサルティングサービスをカスタマイ

ズして提供しています。�

環境リスク管理の基礎となる、環境法令情報の提供、個別法の対応⽀援、環境の取組みを会社全体で推進す

るためのマネジメントシステムの構築・運⽤⽀援をはじめ、戦略・施策策定⽀援、情報公開⽀援など、多岐

に渡るコンサルティングサービスを提供しています。

環境コンサルティングメニュー

発電所の罹災などにより需要に対して必要な発電量を確保できない場合に、発電事業者が負担する調達費⽤

（他の事業者から電⼒を調達してくる費⽤）は、⾃前での発電コストに⽐べ⾼額となるため、経営を圧迫す

る可能性があります。また、電⼒の⼩売全⾯⾃由化などの環境変化に伴い、発電事業者の事業運営上のリス

クも拡⼤しています。�

このような背景をふまえ、損保ジャパン⽇本興亜では、2016年8⽉から発電事業者・⼩売電気事業者向けに

調達費⽤およびインバランス費⽤（事前に定めた計画値と実発電量または実需要との乖離が⽣じたことに起

因して発⽣する費⽤）を補償する『電⼒安定供給費⽤保険』を販売しています。�

さまざまな環境問題の解決を⽬指した取組み

総合的な「環境コンサルティングサービス」の提供

『電⼒安定供給費⽤保険』 〜電⼒⾃由化を保険で後押し〜
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損保ジャパン⽇本興亜は、今後の電⼒⾃由化の動向や事業者のニーズに合わせて商品をさらに進化させ、保

険商品の提供を通じて、電⼒事業者の経営の安定化を⽀援し、電⼒⾃由化を後押ししていきます。

＜商品の概要＞

ＳＯＭＰＯホールディングス　CSRコミュニケーションレポート2018 295



2016年4⽉1⽇、「障害者差別解消法」が施⾏されました。損保ジャパン⽇本興亜では、従来からユニバー

サルデザインに対応したパンフレットや申込書を提供するなど障がい者・⾼齢者に配慮した取組みを実施し

てきましたが、法律の施⾏に先⽴ち、関連部⾨横断のプロジェクトチームを⽴ち上げ、ご契約⼿続きや保険

⾦のお⽀払い時など各プロセスで配慮すべき内容、店舗などの物理的環境、お客さまからの相談体制、社内

の研修体制などについて検討し、全社的な取組みを展開しています。障がい者や⾼齢者などのお客さまの声

を真摯に受⽌め、お客さまの態様（理解⼒・⾒えにくさ・聞こえにくさなど）に配慮した商品・サービスの

提供に引き続き取り組んでいきます。

この法律は、障がいのある⼈もない⼈も、互いに、その⼈らしさを認め合いながら、共に⽣きる社会をつく

ることを⽬指しています。障がいを理由とした不当な差別的取扱いが禁⽌され、障がい者に対する合理的配

慮が求められます。

⽿マーク表⽰の設置�

（本社ビルや全国の営業店などに設置しています。）

ダイバーシティ＆インクルージョン

障害者差別解消法への対応

*

正式名称は、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」です。*
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⽇本のＬＧＢＴ層に該当する⼈は約7.6％といわれており（電通ダイバーシティ・ラボ「ＬＧＢＴ調査

2015」）、ＬＧＢＴ配慮に向けた社会的な動きが急速に進んでいます。当グループでは、ＬＧＢＴの社員

のもつ能⼒を最⼤限に発揮できる環境の整備や、商品・サービスを通じた取組みを⾏っています。�

社内における取組みとして、損保ジャパン⽇本興亜では、配偶者がいる場合に利⽤可能としている⼿当や弔

慰⾦の⽀給、慶弔休暇の取得および各種福利厚⽣施設の利⽤について、同性パートナーを配偶者とみなして

利⽤可能とする制度の⾒直しを実施しました。社員の理解を深めるために、「職場におけるＬＧＢＴ⼊⾨」

の全職場への配布や「ＬＧＢＴ勉強会」を開催し、また、毎年実施している「ＣＳＲ研修（環境・社会貢

献・⼈権）」において、2015年度からＬＧＢＴに対する理解促進を図るカリキュラムを追加しました。こ

うした取組みを経て、ＬＧＢＴの基礎知識を⾝に付け、職場におけるよき理解者（ＡＬＬＹ）となった社員

は⾃らＡＬＬＹ宣⾔カードを積極的に掲⽰しています。ＡＬＬＹの⾒える化を図ることで、当事者の安⼼感

につなげるとともに職場のＬＧＢＴへの理解促進を図っています。�

お客さまに向けた取組みとして、損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命では、同性パートナーが受取⼈に指定

された契約について、東京都渋⾕区などで発⾏されている「パートナーシップ証明書」の写しなどの提出に

より、従来確認を⾏っていた、被保険者と受取⼈の関係などの⼀部を省略し、よりスムーズな⼿続きを可能

としています。また、損保ジャパン⽇本興亜では、2018年1⽉から⾃動⾞保険商品における「配偶者」の定

義を⾒直し、「同性パートナー」を配偶者に含めています。これにより契約のお引き受け時や保険⾦のお⽀

払い時に、同性パートナーであることが確認できる場合、同性パートナーを配偶者として取り扱います。�

引き続き、ＬＧＢＴ層を含めた多様な価値観を認め、あらゆる⼈が活躍できる社会の実現へ向けて取り組ん

でいきます。

ＡＬＬＹ宣⾔カード

ＬＧＢＴへの配慮

*

[Ｌ]レズビアン（⼥性同性愛者）、[Ｇ]ゲイ（男性同性愛者）、[Ｂ]バイセクシュアル（両性愛者）、[Ｔ]

トランスジェンダー（性同⼀性障害など）の頭⽂字をとった単語です。

*
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損保ジャパン⽇本興亜では⼀般社団法⼈ドゥーラ協会と連携し、2013年2⽉から、出産前後の⼥性をケアす

る専⾨家（ドゥーラ）が、業務に起因して法律上の損害賠償責任を負った場合に、その損害を補償する『ド

ゥーラ賠償責任保険制度』を開始しました。�

近年、⾼齢出産の増加に伴い出産・育児をする夫婦の親世代が⾼齢化していることや、同居世帯の減少など

により、産前・産後の⺟親が育児に関する周囲の⽀援を受けることが困難な環境にあります。本件は、その

ような環境を実際に経験した⼥性社員の声を発端としており、本制度を通じて、今後社会的にも需要の⾒込

まれる「ドゥーラ」の普及を⽀援していきます。

商品提供に向けた打ち合わせの様⼦

昨今の経済状況の悪化により、保護者が⼦どもの私⽴学校への進学を断念したり、⼦どもを私⽴学校から公

⽴学校へ転校させるなどのケースが発⽣しています。�

損保ジャパン⽇本興亜は、学⽣の皆さまが卒業まで安⼼して勉学に励める環境づくりを⽬指す「学業継続⽀

援サービス」の⼀環として『授業料等債務免除費⽤保険』を提供しています。同サービスは⽇能研関東、四

⾕⼤塚、エス・ケイ・ジー・サービスの出資を受けた私⽴学校奨学⽀援保険サービスが、私⽴⼩・中学校お

よび⾼校の授業料など減免規定の策定を⽀援するものです。損保ジャパン⽇本興亜は本規定に基づいて、実

際に授業料やそれ以外の納付⾦の⽀払いを免除した学校に対し、その免除額を保険⾦としてお⽀払いしま

す。

⼈間尊重への取組み

ドゥーラ賠償責任保険制度

学業継続⽀援サービス（授業料等債務免除費⽤保険）
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